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経済財政運営と改革の基本方針2025について

経済財政運営と改革の基本方針2025を別紙のとおり定める。
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経済財政運営と改革の基本方針⑳25

~「今日より明日はよくなる」と実感できる社会へ~
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経済財政運営と改革の基本方針2025
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日本経済を取り巻く環境と目指す道

当面のりスクへの対応及ぴ賃上げを起点とした成長型経済の^

人口減少下における持続可能な経演牡会の構築

人中心の国づくり
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1.物西上昇を上回る賃上げの普及・定着~賃上1,生援の政策総動員~

(1)中小企業・小規模事業者の賃金向上キ佳進5か年計画の実行

(2)三位一体の労働市場改革及び中堅・中小企業による賃上げの後押し

2.地方抑陛2.0の推進及ぴ地域における社会課題^対応

(1)地方倉1生2.0の推進~令和の日本列島改造~

(2)地域における社会課題への対応

(3)農掬k産業の構造転換による成長産業化及び食料安全保障の確保

(4)文化劃1サ,スボーツの振興

3.「投資立国」及び「資産運用立国」による将来の賃金・所得の増加

(1) GXの推進

(2) DXの推進

(3)フロンティアの開拓

(4)先ι糒ネ斗学技術の推進

(5)スタートアップへの支援

(6)海外活力の取り込み

(フ)資産運用立国の実現
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4.国民の安心・安全の確保

(1)防災・減災・国土強靱化の推進

(2)東日本大震災からの復興・再生及び能登半島地震力、らの復旧・復興等

(3)外交・安全保障の強化

(4)経済安全保障の強化

(5)外国人との秩序ある共生社会の実現

(6)「世界一安全な日本」の実現

(フ)「誰一人取り残されなしヰ士会」の実現
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1.「経済・財政新生計画」の推進

2.主要分野ごとの重要課題と取組方針

(1)全世代型社会保障の構築
(2)少子化対策及ぴこども・若者政策の推進
(3)公教育の再生・研究活動の活性化
(4)戦略的な社会資本整備の推進
(5)持続可能な地方行財政基盤の強化

3.計画推進のための取組の強化

4.物西上昇に合わせた公的制度の点検・見直し
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1.当面の経済財政運営について

2.令和8年度予算編成に向けた考え方
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制を整備する。パーマネンシー保障"の理念と家庭養育優先原則に基づく即里親やファミ
リーホームによる支援、若年妊婦や社会的養護経験者等への支援を行う。改正民瀋朝の円

滑な施行に向けた周知や、児童養護施設等の養育機能の向上や児卦口談所の体制強化を進
める。発達障害児や医療的ケア児など障害のあるこどもと家族への支援やインクルージヨ
ンの推進、こどもホスピスの全国普及に向けた取組、ヤングケアラーの支援を行う。こぞ
もを取り巻く深刻な状況を踏まえ、教育と;爵止の連携により、いじめ・不登校や悩みに直
面するこどもやその保護者への支援、こども・若者の自殺刻策を強力に推進する。学校や
家庭以外の多様な居場所づくりを進めるとともに、こどものメンタルヘルスを充実する。
予防のためのこどもの死亡検証(CDR)を推進する。質の高い公教育の再生の強力な推
進を図る。

(3)公教育の再生・研究活動の}舌性化

(質の高い公教育の再生)

多様なこどもたちの特性や少守・化の急速な進展など地域の実情を踏まえ、より質の高い、

深い学びを実現すると同時に、一人一人の可官制勤慨く柔軟な教育欝呈を編成できるよう、

学習指導要領の改訂を進めるとともに、高校教育改革等への国の支援の抜本強化を図るな

ど、質の高い公教育の再生を通じて我が国の学校教育の更なる高みを目キ旨す。いわゆる高

校無償化、給食無償化及び0~2歳を含む幼児教育・保育の支援については、これまで積

み重ねてきた各般の議請.に基づき具体化を行い、令和8年度予算の編成過程において成

案を得て、実現する。

教師に優れた人材を確保するため、働き方改革の更なる加速化、処遇改善、指導・運営

体制の充実、育成支援を一体的に進める。2029年度までを緊急改革期問と位置付け時間外

在校等時問の月30時間ネ呈度への縮咸を目標とし、学校・教師の担う業務の適正化やDXに

よる業務効率化、教育委員会ごとの取組状況の見える化、PDCAサイクルの強化、指導・

運営体制の充実に取り組む。教職調整額の水準を2030年度までに10%に引き上げるととも

に、職責や業務負担に応じたメリハリある給与体系への改善など、教師の処遇改善を推進

する。2026年通常国会へ義務標準j去2印改正案を提出し、財源確保と併せて、2026年度から

の中学校35人学級実現に向けた定数改善剃動き方改革に資する外部人材の拡充を含め、学

校の望ましい教育環境や指導体制を構築する。地域枠の活用を含む教員養成大学等の機能

強化、養成段階からの教師人材の育成・確保のイ"且みの改革、研修の充実、奨学金返還支

援の学部段階を含む更なる検討に取り組む。

学校の働き方改革を通じたこどもたちの豊かな学ぴを実現するため、コミュニティ・ス

クールと地域学校協働活動の一体的な取組や部活動の地域展開・連携の全国実施を加速す
るとともに、多様な児童生徒の教育機会を保障するため、特別支援教育の体制や環境の充

討永続豹な劣炎^喜べマ元勗ト^与峯^之^^1こて;、る。

実',、養護教諭の支援体制の推進、学びの多樹ヒ学校や夜間中学の全国的な設置促進・機

能強化、地域の日本三吾教育の体制整備、外国人児童生徒への支援体制の強化、在外教育施
設の特色を活かした機能強化、学用品の学校備品化の取組周知を推進する。 SC・SSW
観等に相談できる環境の整備、校内外教育支援センターの機能強化、医療・;爵止との連携
強化によそ呉下登校・重大ないじめ・自殺予防対策、セーフティプロモーシヨンスクールの

考え方を取り入れた学市立安全の推進鄭等臥により誰もが安心して学べる魅力ある学校づく
りを推進する。幼児期及び幼保小接続期の教育・保育の質的向上や、豊かな感性や創劃生
を育むための{本験活動・読書活動を推進するとともに、体力向上や視力低下予防、断斗保
健教育や学校給食での地場産物等の活用を含む食育を推進する。 A1の活用や地域の魅力
発イ言等を通じ、英語教育を推進する。我が国の発展を支える専門人材育成のため、産業界
等からの人材派遣"等の伴走支援による実践的な専門高校運営モデルの構築を推進する。
急激な少子イヒの進行や地域の人口・産業構造の変化を見据え、高等教育へのアクセスを
確保しっつ国公私を通じた大学の連携、再編・統合による機能強化七縮小・撤退による規
模の適正化を進めるとともに、教育の質の高度化を進める。高等教育費の負担軽減に向け、
拡充された修学支援新俐疲や授業*斗後払い制度を着実に実施するとともに、民間資金を活
用した支援の拡充など、必要な検討を進める。日本人海外留学者年間50万人,外国人留学
生受入れ年ルヲ40万人目標"の実現に向け、官民一体での支援策の戦略的活用に取り組む。

榔民烈縛の^を改正する法律(恢口6年怯律饗3号)。_

論点の六粋甍圍(儒口7年6月11日自由民全党・公明党・日本ネ廚α桧無償化を含む、多様で質の高レ^^り方に
凱公,.,;・'ノ'."・の学瓢^吸て1亀^定数d)^にE"る荘紳φ爾口33'手烈劃聿第Ⅱ6号)。

45

(研究の質を高める仕組みの構築)

研究時間の確保や生産性向上による基礎研究力の抜本的な強化に向け、チ斗学技術政策全
般のEBPMを強化しっつ、教育・研究・ガバナンスの一体改革を推進する。物西上昇等
も踏まえっつ運営費交イ寸金や私学助成等の基盤的経費を確保する。科研費等の競争的研究
費の充実を通じた研究力の一層の強化に取り組むべく、支援の在り方を検討する。官民連
携による、先端大型研究施誤"の戦略的な劃盲・共用・高度化の推進蜘や、高度専門人材の
育成.確保、博士課程学生や若手研究者の安定ポスト確保による処遇向上、産学官の共創
の場の形成脚、大学病院における教育・研究・診療機能の質の担保に向けた医師の働き方
改革の推進などによる研究環境の確保により、我が国の研究力を維持,強化する。長期的
ビジョンを持った国家戦略として次期「ネ4学技術・イノベーシヨン基本計画」を2025年度
内に策定した上で、;旨標を用いた進捗状況の把握・副西を実施し、その成果を活かしっつ
科学技術・イノベーション政策を推進する。
日本学術会議が、玩卦帥に基づき、学術の向上発達と社会課題の解決への寄与に向けて
機能強化を進めることを支援する。

凱樹止との連携のための郷!」の支援計画4メ傑尉賄を含む。

鄭 SC :スクーノ七力フン'セラー、βSW:三ク勺ノ'ーシ才1、による通¥時d埴^策を含む.
為數断湾の1材力坏足している分野1こおける人材ザ艦の制朝みα井^を含む。

痢生物.医学、^子骸理學、天文学、倩報学といった、担外の学術フロ^イアなどを引遵する匡^なものを含む。

剛日郊^ 4令手口7年6月Ⅱ日h%辺。

f

46


